
　（総　則）

第１条　令和８年度津和野町水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　（収益的収入及び支出）

第２条　令和８年度津和野町水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収

　益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

(科目) (既決予定額) (補正予定額) (計)

第 1 款 水道事業収益 331,960 千円 15,656 千円 347,616 千円

第 2 項 営業外収益 139,646 千円 15,656 千円 155,302 千円

第 １ 款 水道事業費用 289,737 千円 20,463 千円 310,200 千円

第 1 項 営業費用 267,280 千円 19,595 千円 286,875 千円

第 2 項 営業外費用 22,356 千円 868 千円 23,224 千円

　（資本的収入及び支出）

第３条　予算第４条本文かっこ書中「不足する額70,118千円は、消費税及び地方消費税資本的

　収支調整額11,267千円、減価償却費等の現年度分損益勘定留保資金35,370千円、減債積立金 

　23,481千円で補填するものとする。」を「不足する額62,565千円は、減価償却費等の現年度

　分損益勘定留保資金28,288千円、減債積立金 34,277千円で補填するものとする。」に改め、

　資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

(科目) (既決予定額) (補正予定額) (計)

第 1 款 資本的収入 151,305 千円 △ 18,454 千円 132,851 千円

第 1 項 企業債 51,500 千円 △ 12,900 千円 38,600 千円

第 3 項 国庫補助金 12,300 千円 △ 5,554 千円 6,746 千円

第 1 款 資本的支出 221,423 千円 △ 26,007 千円 195,416 千円

第 1 項 建設改良費 66,264 千円 △ 18,447 千円 47,817 千円

第 2 項 企業債償還金 154,880 千円 △ 7,560 千円 147,320 千円

支　　　　　　　　　　　出

議案第57号

収　　　　　　　　　　　入

収　　　　　　　　　　　入

　　　令和８年度津和野町水道事業会計補正予算（第１号）

支　　　　　　　　　　　出
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　 (企業債）

第４条　予算第５条に定めた企業債を次のとおり補正し、起債の目的、限度額、起債の方法、

　利率及び償還の方法は、次のように改める。

限度額
起債の
方　法

利率
償還の
方　法

限度額
起債の
方　法

利率
償還の
方　法

千円 5.0%以内 千円 5.0%以内

51,500

（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる場合
について、
利率の見直
しを行った
後において
は、当該見
直し後の利
率） 38,600

（ただ
し、利率
見直し方
式で借り
入れる場
合につい
て、利率
の見直し
を行った
後におい
ては、当
該見直し
後の利
率）

　（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

第５条　予算第８条に定めた経費の金額を次のように改める。

(科目) (既決予定額) (補正予定額) (計)

(1)職員給与費 55,188 千円 6,645 千円 61,833 千円

　（他会計からの補助金）

第６条　予算第９条中一般会計からこの会計へ補助を受ける金額、「103,778千円」を

　「117,715千円」に改める。

令和８年６月12日提出

        津和野町長　下　森　博　之

補　正　後
起債の目的

政府資金
について
は、その
融資条件
により、
銀行その
他の場合
にはその
債権者と
協定する
ものによ
る。ただ
し、財政
の都合に
より据置
期間を短
縮し、又
は繰上償
還もしく
は低利に
借換する
ことがで
きる。

証書借入
又は

証券発行

証書借
入

又は
証券発

行

政府資金
について
は、その
融資条件
により、
銀行その
他の場合
にはその
債権者と
協定する
ものによ
る。ただ
し、財政
の都合に
より据置
期間を短
縮し、又
は繰上償
還もしく
は低利に
借換する
ことがで
きる。

上水道事業債

補　正　前
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津和野町水道事業会計補正予算

（第１号）

令和８年度

説明書
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（単位：千円）

1 水 道事 業 収 益 331,960 15,656 347,616

2 営業外収益 139,646 15,656 155,302

2 他会計補助金 18,594 13,937 32,531

3 長期前受金戻入 120,764 1,719 122,483

（単位：千円）

1 水 道事 業 費 用 289,737 20,463 310,200

1 営 業 費 用 267,280 19,595 286,875

1 原水及び浄水費 52,642 18 52,660

2 配水及び給水費 31,995 7,577 39,572

3 総 係 費 38,398 5,474 43,872

4 減 価 償 却 費 144,245 6,526 150,771

2 営業外費用 22,356 868 23,224

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費 21,356 868 22,224

令 和 ８ 年 度 津 和 野 町 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 実 施 計 画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　入

       款   　　 項 目 既決予定額 計補正予定額

計補正予定額

支　　　　　　　　　　　出

       款   　　 項 目 既決予定額
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（単位：千円）

1 資本的収入 151,305 △ 18,454 132,851

1 企 業 債 51,500 △ 12,900 38,600

1 企 業 債 51,500 △ 12,900 38,600

3 国庫補助金 12,300 △ 5,554 6,746

1 国庫補助金 12,300 △ 5,554 6,746

（単位：千円）

1 資本的支出 221,423 △ 26,007 195,416

1 建設改良費 66,264 △ 18,447 47,817

1 水道施設整備費 66,264 △ 18,447 47,817

2 企業債償還金 154,880 △ 7,560 147,320

1 企業債償還金 154,880 △ 7,560 147,320

補正予定額

補正予定額

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　入

       款 　　   項 目 既決予定額 計

支　　　　　　　　　　　出

       款 　　   項 目 既決予定額 計
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(単位：円)

1   業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 27,756,000

減価償却費 150,771,000

賞与等引当金の増減額(△は減少) 1,000

貸倒引当金の増減額(△は減少) 100,000

長期前受金戻入額 △ 122,483,000

受取利息及び受取配当金 △ 278,000

支払利息 22,224,000

仮払金の増減額 1,420

小計 78,092,420

利息及び配当金の受取額 278,000

利息の支払額 △ 22,224,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 56,146,420

2 　投資活動によるキャッシュ・フロー

貸付金による支出

貸付金の回収による収入

有形固定資産の取得による支出 △ 43,472,000

基金への繰入 △ 279,000

国庫補助金による収入 8,242,000

一般会計からの繰入金による収入 78,874,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 43,365,000

3 　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 38,600,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 147,320,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 108,720,000

　資金減少額 △ 9,208,580

　資金期首残高 60,444,926

　資金期末残高 51,236,346

令 和 ８年 度 津 和 野 町 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（令和８年４月１日から令和９年３月31日まで）
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1.総括

一般職
(人)

8 73 31,200 17,339 48,612 13,221 61,833

8 73 31,200 17,339 48,612 13,221 61,833

8 73 28,521 14,975 43,569 11,619 55,188

8 73 28,521 14,975 43,569 11,619 55,188

0 0 2,679 2,364 5,043 1,602 6,645

0 0 2,679 2,364 5,043 1,602 6,645

500 1,176 1,117 246 10 1,000 13,290

500 960 1,117 420 10 867 11,101

0 216 0 △ 174 0 133 2,189

0

0

0

ｱ．会計年度任用職員以外の職員

一般職
(人)

5 73 23,394 13,398 36,865 11,905 48,770

5 73 23,394 13,398 36,865 11,905 48,770

5 73 20,715 11,034 31,822 10,360 42,182

5 73 20,715 11,034 31,822 10,360 42,182

0 0 2,679 2,364 5,043 1,545 6,588

0 0 2,679 2,364 5,043 1,545 6,588

時間外
手当

計

給与費

住居
手当

特殊勤務
手当

合計
報酬 給料 手当

合計法定福利費

補
正
前

資本勘定
支弁職員

補正後

補正前

特別職

区分

手当の内訳

職員数

区分

区分

補
正
前

補
正
額

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

合　　計

合　　計

10

補
正
後

損益勘定
支弁職員

手当の内訳

管理職
手当

10

10

損益勘定
支弁職員

0

10

0

補正額

補正後

資本勘定
支弁職員

合　　計

補正前

0

補正額

（単位：千円）

損益勘定
支弁職員

(人)

資本勘定
支弁職員

合　　計

10

10

法定福利費

区分

損益勘定
支弁職員

報酬 給料 手当 計

補
正
後

資本勘定
支弁職員

給与費職員数

特別職
(人)

10

10合　　計

給　与　費　明　細　書

（単位：千円）

期末手当
勤勉手当

扶養
手当

通勤
手当

0

管理職員
特別勤務手当

資本勘定
支弁職員

合　　計

補
正
額

損益勘定
支弁職員
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500 1,176 601 246 10 917 9,948

500 960 601 420 10 784 7,759

0 216 0 △ 174 0 133 2,189

0

0

0

ｲ.会計年度任用職員

一般職
(人)

3 7,806 3,941 11,747 1,316 13,063

3 7,806 3,941 11,747 1,316 13,063

3 7,806 3,941 11,747 1,259 13,006

3 7,806 3,941 11,747 1,259 13,006

0 0 0 0 57 57

0 0 0 0 57 57

516 83 3,342

516 83 3,342

0 0 0

期末手当
勤勉手当

住居
手当

特殊勤務
手当

時間外
手当

区分
管理職員

特別勤務手当

補正後

補正前

補正額

手当の内訳

補
正
前

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

（単位：千円）

区分 法定福利費 合計
報酬 給料

合　　計

特別職

補正前

補正額

補
正
後

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

合　　計

職員数

(人)

給与費

補正額

時間外
手当

期末手当
勤勉手当

扶養
手当

区分
管理職
手当

補正後

補正額

補正後

補正前
手当の内訳

区分
管理職員

特別勤務手当

手当 計

手当の内訳

扶養
手当

通勤
手当

住居
手当

特殊勤務
手当

資本勘定
支弁職員

通勤
手当

合　　計

区分

損益勘定
支弁職員

補
正
額

補正後

補正前
手当の内訳

管理職
手当
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2.給料及び手当の増減額の明細（1.ｱ.会計年度任用職員以外の職員）

2,679

2,364

3.給料及び手当の状況
(1)職員1人当たりの給与

(2)初任給

(3)級別職員数

2 40.0

2 40.0

1 20.0

5 100.0

1 20.0

1 20.0

1 20.0

1 20.0

1 20.0

5 100.0

(級別の標準的な職務内容)

1級 2級 3級 4級 5級 6級

主事
技師

副主任主事
副主任技師

主任主事
主任技師

係長
主幹

課長補佐
企画員

課長

扶養手当　　　　216
住居手当　　　△174
時間外手当　　　133
期末勤勉手当　2,189

398,854

0

0

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

344,480平均給料月額（円）

区　　　　　分 事務・技術職

0

配置換に伴う増減

配置換に伴う増減

級 職員数(人)

4級

1級

2級

補　　正　　前

5級

6級

7級

2級

一般会計の制度

232,000

一般行政職（円）

200,300

232,000

6級

事務・技術職

説明 備考増減事由別内訳

構成比(％)

区　　分

高校卒

大学卒

事務・技術職（円）

200,300

389,260

446,538

49.6

補　正　後

補　　正　　後

その他の増減分

区　　　　　分

42.2

3級

計

区分

事務・技術職

計

1級

5級

平 均 年 齢（歳）

7級

3級

4級

昇給に伴う増加分

補　正　前 平均給与月額（円）

2,364

区分 増減額

給
料

2,679

給与改定に伴う増減分

手
当

その他の増減分

制度改正に伴う増減分
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(4)昇給

(5)特殊勤務手当

(6)期末手当、勤勉手当

(7)定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

33.27075 40.80375 47.709

同上 同上 同上

(8)その他の手当

号級数別内訳

補
正
後

比率（Ｂ）／（Ａ）（％） 100

区　　　　　分 事務・技術職

5

1

6号級（人）

4

2号級（人）

3号級（人）

4号級（人）

職員数（Ａ）（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

5

2.325

有

有

有

6号級（人）

3号級（人）

住居手当 同じ －

4.65一般会計の制度

備　考

号級数別内訳

2号級（人）補
正
前

補正後

区　　分

2.325 2.33 4.65

徴収外勤務手当

最高限度
（月分）

その他の加算措置等

補正前

通勤手当 同じ －

差　　異　　の　　内　　容一般会計の制度との異同区　　分

扶養手当 同じ －

支給対象職員の比率(令和6年4月1日現在)(％)

事務・技術職

0.04

3

50.0

100

1

職員数（Ａ）（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

給料総額に対する比率（％）

区　　　　　分

比率（Ｂ）／（Ａ）（％）

4号級（人）

5

5

1

2.325

代表的な特殊勤務手当の名称

6月（月分） 12月（月分）

支給期別支給率 支給率計
（月分）

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

管理職手当 同じ －

一般会計の制度
（支給率等）

同上 同上

区　　分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者
（月分）

30年勤続の者
（月分）

支給率等 24.586875
定年前早期退職特例措置

1～21%加算

2.325 2.325 4.65
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(単位：円)
　　　　資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

1 固     定     資     産
(1) 有 形 固 定 資 産
イ 土 地 34,756,700
ロ 建 物 294,086,967

減 価 償 却 累 計 額 △ 178,235,722 115,851,245
ハ 構 築 物 4,961,448,044

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,514,167,386 2,447,280,658
ニ 機 械 及 び 装 置 2,036,608,891

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,354,744,699 681,864,192
ホ 工 具 ･ 器 具 及 び 備 品 667,356

減 価 償 却 累 計 額 △ 72,948 594,408
へ 建 設 仮 勘 定 0

有 形 固 定 資 産 合 計 3,280,347,203
(2) 投 資 そ の 他 の 資 産
イ 基 金 87,140,714

投資その他の資産合計 87,140,714
固  定  資  産  合  計 3,367,487,917

2  流     動     資     産
(1) 現 金 預 金 129,173,821
(2) 未 収 金 16,865,830

貸 倒 引 当 金 △ 748,845 16,116,985
流  動  資  産  合  計 145,290,806
資    産    合    計 3,512,778,723

　　　　負　　　　　債　　　　　の　　　　　部
3  固     定     負     債

(1) 企 業 債
イ 建 設 改 良 費 等 の 財 源

に充てるための企業債 1,737,786,926
固  定  負  債  合  計 1,737,786,926

4 流      動      負      債
(1) 企 業 債
イ 建 設 改 良 費 等 の 財 源

に充てるための企業債 147,319,258
(2) 未 払 金 92,084,541

(3) 引 当 金
イ 賞 与 等 引 当 金 5,258,000

引  当  金  合  計 5,258,000
流  動  負  債  合  計 244,661,799

5 繰      延      収      益
(1) 長 期 前 受 金 2,743,840,494

収 益 化 累 計 額 △ 1,705,706,167
繰  延  収  益  合  計 1,038,134,327
負    債    合    計 3,020,583,052

　　　　資　　　　　本　　　　　の　　　　　部
6 資      本      金

(1) 資 本 金 407,924,360
資   本   金   合   計 407,924,360

7 剰      余      金
(1) 利  益  剰  余  金
イ 減 債 積 立 金 30,445,914
ロ 当年度未処分利益剰余金 53,825,397

利 益 剰 余 金 合 計 84,271,311
剰   余   金   合   計 84,271,311
資    本    合    計 492,195,671
負  債  資  本  合  計 3,512,778,723

     令　和 ７ 年 度 津 和 野 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
(令和８年３月31日)
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(単位：円)

1   営    業    収    益

(1) 給 水 収 益 155,578,531

(2) そ の 他 営 業 収 益 1,019,500 156,598,031

2   営    業    費    用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 54,607,987

(2) 配 水 及 び 給 水 費 40,319,126

(3) 総 係 費 42,007,403

(4) 減 価 償 却 費 147,881,119

(6) 資 産 減 耗 費 4,495,039 289,310,674

営　　　業　　　損　　　失 △ 132,712,643

3   営   業   外   収   益

(1) 受取利息及び配当金 291,215

(2) 他 会 計 補 助 金 60,509,000

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 119,269,299

(4) 雑 収 益 779,719 180,849,233

4   営   業   外   費   用

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 20,902,632

(2) 雑 支 出 146,739 21,049,371 159,799,862

経      常      利      益 27,087,219

5   特    別    利    益

(1) そ の 他 特 別 利 益 0  

6   特    別    損    失

(1) 過年度損益修正損 358,039

(2) そ の 他 特 別 損 失 0 358,039 △ 358,039

当  年  度  純  利  益 26,729,180

前年度繰越利益剰余金 0

その他未処分利益剰余金変動額 27,096,217

当年度未処分利益剰余金 53,825,397

令 和 ７ 年 度 津 和 野 町 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）
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(単位：円)
　　　　資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

1 固     定     資     産
(1) 有 形 固 定 資 産
イ 土 地 34,757,380
ロ 建 物 294,086,967

減 価 償 却 累 計 額 △ 183,026,159 111,060,808
ハ 構 築 物 5,044,449,539

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,613,754,134 2,430,695,405
ニ 機 械 及 び 装 置 2,048,541,527

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,459,645,175 588,896,352
へ 工 具 ･ 器 具 及 び 備 品 667,356

減 価 償 却 累 計 額 △ 109,474 557,882
ト 建 設 仮 勘 定 7,631,835

有 形 固 定 資 産 合 計 3,173,599,662
(2) 投 資 そ の 他 の 資 産
イ 基 金 87,419,714

投資その他の資産合計 87,419,714
固  定  資  産  合  計 3,261,019,376

2  流     動     資     産
(1) 現 金 預 金 51,236,346
(2) 未 収 金 13,236,631

貸 倒 引 当 金 △ 1,062,452 12,174,179
流  動  資  産  合  計 63,410,525
資    産    合    計 3,324,429,901

　　　　負　　　　　債　　　　　の　　　　　部
3  固     定     負     債

(1) 企 業 債
イ 建 設 改 良 費 等 の 財 源

に充てるための企業債 1,626,250,594
固  定  負  債  合  計 1,626,250,594

4 流      動      負      債
(1) 企 業 債
イ 建 設 改 良 費 等 の 財 源

に充てるための企業債 149,735,071
(2) 未 払 金 26,822,223
(3) 引 当 金
イ 賞 与 等 引 当 金 5,259,000

引  当  金  合  計 5,259,000
(4) 預 り 金

流  動  負  債  合  計 181,816,294

5 繰      延      収      益
(1) 長 期 前 受 金 2,852,720,107

収 益 化 累 計 額 △ 1,850,796,585
繰  延  収  益  合  計 1,001,923,522
負    債    合    計 2,809,990,410

　　　　資　　　　　本　　　　　の　　　　　部
6 資      本      金

(1) 資 本 金 407,924,360
資   本   金   合   計 407,924,360

7 剰      余      金
(1) 利  益  剰  余  金
イ 減 債 積 立 金 57,542,131
ロ 当年度未処分利益剰余金 48,973,000

利 益 剰 余 金 合 計 106,515,131
剰   余   金   合   計 106,515,131
資    本    合    計 514,439,491
負  債  資  本  合  計 3,324,429,901

     令 和 ８ 年 度 津 和 野 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
(令和８年３月31日)
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注記事項

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

  １　固定資産（償却資産）の減価償却の方法

　 (1)　有形固定資産

　　　　・減価償却の方法

          定額法による。

        ・主な耐用年数

　　      建物　　　　　　　　　　10年～50年

　　      構築物　　　　　　　　　40年～60年

　　      機械及び装置　　　　　　10年～20年

　　　　　車両運搬具　　　　　　　 4年～ 5年

　　　　　工具・器具及び備品　　　 4年～15年

　 (2)　無形固定資産

　　　　・減価償却の方法

          定額法による。

        ・主な耐用年数

　　      施設利用権　　　　　　　　　　50年

　　      ソフトウェア　　　　　　　　　 5年

　２　引当金の計上方法

   (1)　賞与等引当金

　　　　職員の期末手当・勤勉手当及び法定福利費等の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込

      額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上する。

   (2)　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上する。

   (3)　退職給付引当金

　　　　職員の退職手当は、水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する一般負担金を除き、一般会計が

　　　その全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

  ３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

　　　　

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

　１　後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも

    含む。）のうち一般会計が負担すると見込まれる額は482,573,566円である。

  ２　引当金取崩額

　 (1)　賞与等引当金の取崩し

　　　  当年度において期末手当及び勤勉手当の支給並びに手当の支給に伴い発生する法定福利費を支給す

      るため、賞与引当金5,258,000円を取り崩している。

Ⅲ　リース契約に関する注記

　１　リース料総額が 300万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引にかかる方

   法にかかる方法に準じた会計処理を行っている。
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款 項 目 補正前の額 補正額 計

１．水道事業収益 331,960 15,656 347,616

２．営業外収益 139,646 15,656 155,302

２．他会計補助金 18,594 13,937 32,531

18,594

３．長期前受金戻入 120,764 1,719 122,483

43,070

254

款 項 目 補正前の額 補正額 計

１．水道事業費用 289,737 20,463 310,200

１．営業費用 267,280 19,595 286,875

１．原水及び浄水費 52,642 18 52,660

2,078

２．配水及び給水費 31,995 7,577 39,572

8,330

4,644

1,506

2,460

1,000

３．総係費 38,398 5,474 43,872

12,900

3,981

1,934

2,428

3,982

172

４．減価償却費 144,245 6,526 150,771

144,245

２．営業外費用 22,356 868 23,224

１．支払利息及び企業 21,356 868 22,224

　債取扱諸費 21,356

令和８年度　 津和野町水道事業会計補正予算説明書

収益的収入及び支出

収　　　　入　　　　　　　　　　 　　　　　（単位：千円）

支　　　　出　　　　　　　　　　 　　　　　（単位：千円）
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節 金　額

1.一般会計補助金 13,937 他会計補助金 13,937

2.補助金 1,477 国県補助金戻入 1,477

6.工事負担金 242 工事負担金戻入 242

節 金　額

6.法定福利費 18 共済組合負担金 18

1.給料 571 一般職給料 571

2.手当 702 期末勤勉手当 355

扶養手当 216

住居手当 △ 174

通勤手当 △ 24

時間外手当 29

児童手当 300

3.賞与引当金繰入額 117 賞与等引当金繰入額 117

6.法定福利費 357 共済組合負担金 357

22.修繕費 5,830 水道施設修繕費 5,830

1.給料 2,108 一般職給料 2,108

2.手当 1,447 期末勤勉手当 1,319

時間外手当 104

通勤手当 24

3.賞与引当金繰入額 501 賞与等引当金繰入額 501

6.法定福利費 667 共済組合負担金 667

8.退職手当組合負担金 457 退職手当組合負担金 457

22.修繕費 294 検針ハンディターミナル修理等 294

1.有形固定資産減価償却費 6,526 減価償却　構築物 2,291

減価償却　機械及び装置 4,235

1.企業債利息 868 企業債利子 868

説　　　　明

　（単位：千円）

　（単位：千円）

説　　　　明
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款 項 目 補正前の額 補正額 計

１．資本的収入 151,305 △ 18,454 132,851

１．企業債 51,500 △ 12,900 38,600

１．企業債 51,500 △ 12,900 38,600

51,500

３．国庫補助金 12,300 △ 5,554 6,746

１．国庫補助金 12,300 △ 5,554 6,746

12,300

款 項 目 補正前の額 補正額 計

１．資本的支出 221,423 △ 26,007 195,416

１．建設改良費 66,264 △ 18,447 47,817

１．水道施設整備費 66,264 △ 18,447 47,817

38

16

16

66,264 △ 18,517

２．企業債償還金 154,880 △ 7,560 147,320

１．企業債償還金 154,880 △ 7,560 147,320

154,880

資本的収入及び支出

                                         収　　　　入　　　　　　　　　　 　  　　　　（単位：千円）

                                      支　　　　出　　　　　　　　　　 　　　   　　（単位：千円）
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節 金　額

1.企業債 △ 12,900 企業債 △ 12,900

1.国庫補助金 △ 5,554 国庫補助金 △ 5,554

節 金　額

7.備消品費 38 事務消耗品費 38

8.燃料費 16 公用車燃料費 16

11.通信運搬費 16 通信料 16

25.工事請負費 △ 18,517 工事請負費 △ 18,517

1.企業債償還金 △ 7,560 企業債償還金 △ 7,560

説　　　　明

　（単位：千円）

　（単位：千円）

説　　　　明
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